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１ 調査内容

国立、公立及び私立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程及び特別

支援学校（小学部、中学部）において、令和元年度に使用される検定教科書に対応した音声

教材について、障害によりこれを必要とする児童生徒の数及び音声教材の需要数。

２ 対象となる音声教材について

文部科学省の委託事業である「音声教材の効率的な製作方法等に関する調査研究」におい

て、以下の受託団体が製作・提供している音声教材。

①「マルチメディアデイジー教科書」公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会

②「AccessReading」東京大学先端科学技術研究センター

③「音声教材BEAM」特定非営利活動法人エッジ

④「ペンでタッチすると読める音声付教科書」茨城大学

⑤「文字・画像付き音声教材」広島大学

⑥「UNLOCK」愛媛大学教育学部

※音声教材の概要は別添資料を参照ください。

３ 留意事項

（１）本調査は、音声教材の需要数の大まかな把握により、音声教材製作団体の製作準備を

円滑に進め、もって、必要な児童生徒への安定的な教材の提供を目的とするものである

ため、本調査に需要の報告をいただいた場合でも、教材の提供を受けるためには、上記

団体への利用申請が必要となります （※利用に当たって、教材に係る費用は発生しま。

せん。ただし、教材を再生するためのパソコンやタブレット等の端末は各自又は学校等

で準備していただく必要があります ）。

（２）本調査提出時において、需要の報告がなされていなかった場合であっても、音声教材

の利用申請は随時可能です。本調査以降の状況の変更等により、音声教材が必要な状況

が生じた場合は、適宜、音声教材製作団体に利用申請を行ってください。

（３）本調査は令和２年度使用の教科書に対応した音声教材の需要数調査ですが、令和元年

度の使用教科書についても、現在上記団体において、教材の提供を行っています。今年

度の教科書に関し、音声教材の利用を希望される場合は、上記団体にお問い合わせくだ

さい。

４ 提出方法

調査票様式の電子データをメールにて、令和元年１０月３１日（木）までに提出してくだ

さい。提出に当たっては、下記の件名及びファイル名を付けてください。

○提出先：文部科学省初等中等教育局教科書課教科用特定図書普及促進係

kyokasyo@mext.go.jp
○件 名： ○○県】令和２年度使用教科書に係る音声教材の需要数調査【

○ファイル名： 県番号○○県】 使用教科書 音声教材需要数調査様式【 R2 _
※県番号や○○県に、各都道府県の情報を記載ください。
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